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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第16期

第２四半期連結
累計期間

第17期
第２四半期連結
累計期間

第16期
第２四半期連結
会計期間

第17期
第２四半期連結
会計期間

第16期

会計期間

自平成22年
１月１日
至平成22年
６月30日

自平成23年
１月１日
至平成23年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成23年
４月１日
至平成23年
６月30日

自平成22年
１月１日
至平成22年
12月31日

売上高（千円） 2,756,9243,223,3761,265,6331,650,5066,173,875

経常利益（千円） 243,986 190,883 102,361 136,812 515,444

四半期（当期）純利益（千円） 142,131 116,203 62,113 85,543 300,603

純資産額（千円） － － 1,208,7711,378,8271,373,951

総資産額（千円） － － 4,131,2524,616,2514,709,811

１株当たり純資産額（円） － － 29,699.5433,662.7733,543.74

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
3,496.552,837.001,526.122,088.457,367.49

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
3,467.512,829.861,514.942,083.137,327.74

自己資本比率（％） － － 29.3 29.9 29.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
81,500 213,627 － － 133,776

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△4,096 △22,558 － － △13,020

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△62,654△188,205 － － 116,652

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 1,476,6411,702,1631,699,300

従業員数（人） － － 92 95 95

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。　
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成23年６月30日現在

従業員数（人） 95     

（注）従業員数は就業人員であり、嘱託社員は１名で従業員数に含んでおります。 　

(2）提出会社の状況

 平成23年６月30日現在

従業員数（人） 89     

（注）従業員数は就業人員であり、嘱託社員は１名で従業員数に含んでおります。 　
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第２【事業の状況】

１【受注及び販売の状況】

(1）受注状況

　当第２四半期連結会計期間の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円） 前年同四半期比（％）　 受注残高（千円） 前年同四半期比（％）　

不動産仲介事業 － － － －

新築戸建分譲事業 － － － －

建設請負事業 66,516 160.5 51,228 117.0

損害保険代理事業 － － － －

合計 66,516 160.5 51,228 117.0

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．上記のセグメントの建築請負事業以外につきましては、受注実績はありません。

(2）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

前年同四半期比（％）

不動産仲介事業（千円） 83,020 85.0

新築戸建分譲事業（千円） 1,478,177 137.1

建設請負事業（千円） 80,443 101.0

損害保険代理事業（千円） 8,865 91.0

合計（千円） 1,650,506 130.4

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。

３．中古物件及び土地のみの販売は、新築戸建分譲事業に分類しております。
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２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等や新たな事

業等のリスクの発生又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありま

せん。

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

(1)　業績の状況

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、海外経済の緩やかな改善に伴い、景気に持ち直しの動きが見

られましたが、平成23年３月11日に発生した東日本大震災の影響により、企業の生産活動が停滞する等、国内の経

済活動が落ち込み、景気の先行きは不透明な状況で推移いたしました。

当不動産業界におきましても、東日本大震災の影響による不動産取引の停滞や、建築資材の調達懸念等が内在し

ていますが、継続した住宅ローン減税や住宅版エコポイント制度等、政府の経済対策の効果もあって、特に低価格

帯を中心とした住宅需要は堅調に推移し、住宅着工状況については一部に弱い動きも見られましたが、持ち直しの

傾向が続いております。

このような事業環境の下、当社グループの特徴である地域密着戦略を継続しながらも、低価格帯を中心として好

調な住宅需要を背景に、新築戸建分譲事業における住宅供給戸数を増加させた結果、物件販売が好調に推移いたし

ました。

これにより、売上高の伸長に加え、お客様ニーズに沿った価格帯の物件が好調に販売でき、適正な利潤が確保で

きた事から、各利益項目においても前期比増となりました。

　以上の結果、当社グループの当第２四半期連結会計期間の業績は、売上高1,650百万円（前年同期比30.4％増）、

営業利益131百万円（同29.6％増）、経常利益136百万円（同33.7％増）、四半期純利益85百万円（同37.7％増）と

なりました。

　　 セグメントの業績は次のとおりであります。

①不動産仲介事業

当社グループの中核事業と位置付けております不動産仲介事業におきましては、当社の地域密着戦略における

要として、地域内情報の取得等他事業とのシナジー効果の最大化を目的として事業を展開いたしました。

　この結果、当事業の売上高は86百万円（前年同期比15.6％減）、セグメント利益は14百万円（同34.3％減）とな

りました。

　

②新築戸建分譲事業

新築戸建分譲事業においては、低価格帯を中心とした住宅需要に対し、お客様ニーズに沿った住宅供給戸数を増

加させた事により、物件販売は好調に推移し売上高、各利益項目において増収増益となりました。

この結果、当事業の売上高は1,478百万円（前年同期比37.1％増）、セグメント利益は155百万円（同37.0％増）

となりました。

　

③建設請負事業

建設請負事業においては、注文住宅及びリフォームの請負事業を展開しております。この事業における売上高は

80百万円（前年同期比1.0％増）、セグメント利益は10百万円（同2.3％減）となりました。

　

④損害保険代理事業

損害保険代理事業においては、不動産関連サービスから派生する火災保険及び地震保険等の代理店業務を行っ

ております。この事業における売上高は８百万円（前年同期比9.0％減）、セグメント利益は２百万円（同16.3％

減）となりました。
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(2)　キャッシュ・フローの状況　

当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による資金の増加

564百万円、投資活動による資金の増加36百万円、財務活動による資金の減少426百万円となり、資金は前四半期連

結会計期間末と比較して174百万円増加しました。この結果、当第２四半期連結会計期間末資金残高は1,702百万円

（前年同四半期末残高1,476百万円）となりました。

　当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間における営業活動による資金の増加は、564百万円（前年同期は、137百万円の資金の

減少）となりました。これは主に、たな卸資産の減少261百万円、仕入債務の増加110百万円、税金等調整前四半期純

利益136百万円等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間における投資活動による資金の増加は、36百万円（前年同期比596.7％増）となりま

した。これは主に、定期預金の払戻による収入78百万円、定期預金の預入による支出39百万円等によるものであり

ます。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間における財務活動による資金の減少は、426百万円（前年同期は、72百万円の資金の増

加）となりました。これは主に、短期借入金の純減額101百万円、長期借入金の返済による支出279百万円、社債の償

還による支出33百万円等によるものであります。

(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4)　研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 130,000

計 130,000

②【発行済株式】

種類

第２四半期会計期間末現在発行数

（株）

（平成23年６月30日）

提出日現在発行数（株）

（平成23年８月12日）

上場金融商品取引所名又は

登録認可金融商品取引業協会名
内容

普通株式 40,960 40,960（注）2
福岡証券取引所

（Ｑ－Ｂｏａｒｄ市場）
（注）1

計 40,960 40,960（注）2 － －

　（注）1．完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。また、当社は単元

株制度を採用しており、１単元株式数は１株であります。

　　　　2．「提出日現在発行数」欄には、平成23年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商法

に基づき発行された転換社債の転換を含む。）により発行された株式数は含まれておりません。　
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成15年11月28日臨時株主総会決議

区分
第２四半期会計期間末現在

（平成23年６月30日）

新株予約権の数（個） 100 （注）３

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数１株

新株予約権の目的となる株式の数（株） 100 （注）３

新株予約権の行使時の払込金額（円） 5,000 （注）３

新株予約権の行使期間
自平成17年11月29日

至平成25年11月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及

び資本組入額（円）

発行価格　 　5,000 （注）３

資本組入額　 2,500 （注）３

新株予約権の行使の条件

① 権利行使時において、当社又は当社子会社の取締役又は従業員の地

位を有しているものとする。

② 本新株予約権の質入その他の一切の処分は認めないものとする。

③ その他の条件については、本取締役会決議並びに株主総会に基づ

き、会社と対象取締役及び従業員との間で締結した「株式会社ハウ

スフリーダム新株予約権付与契約書」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権を譲渡する場合には、取締役会の承認を要するものとす

る。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、か

かる調整は、本新株予約権のうち、当該時点において行使されていない本新株予約権の目的たる株式の数につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．株式の分割・併合及び時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整に

よる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

（併合の場合は減少株式数を減ずる）

３．平成17年５月10日開催の取締役会決議により、平成17年５月31日付で１株を５株とする株式分割を行っており

ます。また、平成17年９月11日開催の取締役会決議により、平成17年９月30日付で１株を２株とする株式分割を

行っております。これにより、「新株予約権の数」、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行

使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が

調整されております。
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②　平成16年４月13日臨時株主総会決議

区分
第２四半期会計期間末現在

（平成23年６月30日）

新株予約権の数（個） 40 （注）３

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数１株

新株予約権の目的となる株式の数（株） 40 （注）３

新株予約権の行使時の払込金額（円） 24,000 （注）３

新株予約権の行使期間
自平成18年４月18日

至平成26年４月16日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及

び資本組入額（円）

発行価格　　24,000 （注）３

資本組入額　12,000 （注）３

新株予約権の行使の条件

① 権利行使時において、当社又は当社子会社の取締役又は従業員の地

位を有しているものとする。

② 本新株予約権の質入その他の一切の処分は認めないものとする。

③ その他の条件については、本取締役会決議並びに株主総会に基づ

き、会社と対象取締役及び従業員との間で締結した「株式会社ハウ

スフリーダム新株予約権付与契約書」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権を譲渡する場合には、取締役会の承認を要するものとす

る。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、か

かる調整は、本新株予約権のうち、当該時点において行使されていない本新株予約権の目的たる株式の数につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．株式の分割・併合及び時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整に

よる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

（併合の場合は減少株式数を減ずる）

３．平成17年５月10日開催の取締役会決議により、平成17年５月31日付で１株を５株とする株式分割を行っており

ます。また、平成17年９月11日開催の取締役会決議により、平成17年９月30日付で１株を２株とする株式分割を

行っております。これにより、「新株予約権の数」、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行

使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が

調整されております。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数

増減数（株）

発行済株式総数

残高（株）

資本金増減額

（千円）

資本金残高　（千

円）

資本準備金増　減

額（千円）

資本準備金残高

（千円）

平成23年４月１日～

平成23年６月30日
―　 40,960　 　― 328,112 　― 173,210　
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（６）【大株主の状況】

 平成23年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

　山西　みき子 　大阪府富田林市 9,650 23.55

　株式会社オーエフコーポレーシ　

　ョン
　大阪府松原市天美我堂2丁目275 7,810 19.06

　ＶＴホールディングス株式会社 　愛知県東海市加木屋町陀々法師14番地の40 5,563 13.58

　ハウスフリーダム従業員持株会 　大阪府松原市阿保四丁目1番34号 2,143 5.23

　小島　賢二 　大阪府松原市 2,040 4.98

　森光　哲也 　大阪府松原市 2,000 4.88

　増田　直樹 　大阪府羽曳野市 1,200 2.92

　日新火災海上保険株式会社 　東京都千代田区神田駿河台二丁目3番地 1,000 2.44

　若杉　精三郎 　大分県別府市 722 1.76

田邊　父朗 北九州市八幡西区 482 1.17

計 － 32,610 79.61
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　40,960 40,960
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 40,960 － －

総株主の議決権 － 40,960 －

　

②【自己株式等】

 平成23年６月30日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数（株）

他人名義

所有株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数の

割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成23年

１月

 

２月

 

３月

 

４月

 

５月

 

６月

最高（円） 38,000 44,900 43,800 45,700 43,500 42,200

最低（円） 32,900 35,700 31,000 38,400 37,300 39,000

　（注）最高・最低株価は、証券会員制法人福岡証券取引所Ｑ－Ｂｏａｒｄ市場におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。　

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成23年１月１日から

平成23年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平

成22年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、三優監査法人

による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,739,619 1,736,735

受取手形及び売掛金 4,596 4,712

販売用不動産 ※2
 175,194

※2
 257,356

仕掛販売用不動産 ※2
 1,290,118

※2
 1,306,620

未成工事支出金 23,521 15,269

繰延税金資産 37,008 19,549

その他 36,458 53,269

貸倒引当金 △958 △958

流動資産合計 3,305,559 3,392,554

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1, ※2
 101,457

※1, ※2
 98,558

車両運搬具（純額） ※1
 14,530

※1
 3,456

工具、器具及び備品（純額） ※1
 5,813

※1
 5,441

土地 ※2
 127,303

※2
 127,303

有形固定資産合計 249,105 234,760

無形固定資産

のれん 1,039 1,519

ソフトウエア 4,932 5,319

商標権 1,097 859

その他 179 179

無形固定資産合計 7,249 7,877

投資その他の資産

投資有価証券 9,184 9,920

投資不動産（純額） ※1, ※2
 968,335

※1, ※2
 986,980

繰延税金資産 731 1,179

その他 58,948 58,708

貸倒引当金 △5,449 △5,449

投資その他の資産合計 1,031,749 1,051,338

固定資産合計 1,288,103 1,293,976

繰延資産 22,587 23,280

資産合計 4,616,251 4,709,811
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

負債の部

流動負債

営業未払金 429,580 431,749

短期借入金 ※2
 1,102,768

※2
 955,600

1年内償還予定の社債 ※2
 170,000

※2
 214,400

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 216,699

※2
 271,218

未払法人税等 92,813 174,508

賞与引当金 55,614 3,731

製品保証引当金 10,785 11,164

その他 155,337 159,914

流動負債合計 2,233,597 2,222,286

固定負債

社債 ※2
 856,000

※2
 823,000

長期借入金 ※2
 137,910

※2
 284,394

資産除去債務 2,949 －

その他 6,967 6,180

固定負債合計 1,003,826 1,113,574

負債合計 3,237,424 3,335,860

純資産の部

株主資本

資本金 328,112 328,112

資本剰余金 173,210 173,210

利益剰余金 872,513 866,901

株主資本合計 1,373,835 1,368,223

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 4,992 5,728

評価・換算差額等合計 4,992 5,728

純資産合計 1,378,827 1,373,951

負債純資産合計 4,616,251 4,709,811
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 2,756,924 3,223,376

売上原価 2,018,426 2,493,016

売上総利益 738,498 730,359

販売費及び一般管理費 ※1
 495,705

※1
 548,974

営業利益 242,793 181,384

営業外収益

受取利息 692 545

受取配当金 89 348

受取手数料 11,566 11,824

不動産賃貸料 49,240 55,145

その他 1,598 5,757

営業外収益合計 63,187 73,621

営業外費用

支払利息 17,968 18,807

不動産賃貸原価 32,825 34,230

その他 11,200 11,084

営業外費用合計 61,994 64,123

経常利益 243,986 190,883

特別利益

固定資産売却益 － ※2
 54

特別利益合計 － 54

特別損失

固定資産除却損 ※3
 123

※3
 35

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,403

特別損失合計 123 1,438

税金等調整前四半期純利益 243,862 189,499

法人税、住民税及び事業税 97,846 90,307

法人税等調整額 3,883 △17,011

法人税等合計 101,730 73,295

少数株主損益調整前四半期純利益 － 116,203

四半期純利益 142,131 116,203
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 1,265,633 1,650,506

売上原価 915,003 1,245,389

売上総利益 350,630 405,116

販売費及び一般管理費 ※1
 248,870

※1
 273,249

営業利益 101,759 131,867

営業外収益

受取利息 226 207

受取配当金 89 348

受取手数料 6,709 6,444

不動産賃貸料 23,809 27,630

その他 1,052 1,418

営業外収益合計 31,886 36,049

営業外費用

支払利息 8,936 9,657

不動産賃貸原価 16,833 16,525

その他 5,515 4,921

営業外費用合計 31,284 31,104

経常利益 102,361 136,812

特別利益

固定資産売却益 － ※2
 54

特別利益合計 － 54

特別損失

固定資産除却損 ※3
 49

※3
 21

特別損失合計 49 21

税金等調整前四半期純利益 102,312 136,845

法人税、住民税及び事業税 31,958 67,826

法人税等調整額 8,240 △16,524

法人税等合計 40,198 51,302

少数株主損益調整前四半期純利益 － 85,543

四半期純利益 62,113 85,543
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 243,862 189,499

減価償却費 26,003 26,548

貸倒引当金の増減額（△は減少） 648 0

賞与引当金の増減額（△は減少） － 51,883

受取利息及び受取配当金 △781 △893

支払利息 17,968 18,807

固定資産売却損益（△は益） － △54

固定資産除却損 123 35

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,403

売上債権の増減額（△は増加） △36,249 12,998

たな卸資産の増減額（△は増加） △88,897 90,410

仕入債務の増減額（△は減少） 25,308 14,070

その他 △876 145

小計 187,109 404,853

利息及び配当金の受取額 759 916

利息の支払額 △20,506 △21,193

法人税等の支払額 △85,862 △170,948

営業活動によるキャッシュ・フロー 81,500 213,627

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △19,836 △78,026

定期預金の払戻による収入 18,002 78,005

有形固定資産の取得による支出 △1,306 △19,915

その他 △956 △2,622

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,096 △22,558

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △348,000 124,568

長期借入れによる収入 830,000 226,000

長期借入金の返済による支出 △363,855 △404,403

社債の発行による収入 － 98,040

社債の償還による支出 △89,400 △111,400

株式の発行による収入 1,000 －

配当金の支払額 △85,919 △110,359

その他 △6,479 △10,651

財務活動によるキャッシュ・フロー △62,654 △188,205

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 14,749 2,863

現金及び現金同等物の期首残高 1,461,891 1,699,300

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,476,641

※
 1,702,163
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

会計処理基準に関する事項の変更  資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適

用しております。

　これにより、営業利益及び経常利益は177千円、税金等調整前四半期純利益

は1,580千円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産

除去債務の変動額は2,926千円であります。

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当

第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　前第２四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しており

ました「賞与引当金の増減額（△は減少）」は、当第２四半期連結累計期間において、その重要性が増したため、区分

掲記しております。

　なお、前第２四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「賞与引当金

の増減額（△は減少）」は、3,619千円であります。

　　　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当

第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。　

　

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法   貸倒実績率が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認め

られるため、前連結会計年度末に算定した貸倒実績率等の合理的な基準を使

用して一般債権の貸倒見積高を算定しております。

２．固定資産の減価償却費の算定方法   定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によっております。

３．製品保証引当金見積高の算定方法 　当第２四半期連結会計期間末の製品保証実績率が前連結会計年度末に算定

したものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の製品保

証実績率を使用して製品保証引当金を算定しております。

４．繰延税金資産及び繰延税金負債の算

　定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営

環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、

前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニング

を利用する方法によっております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成23年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年12月31日）

※１　有形固定資産及び投資不動産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産及び投資不動産の減価償却累計額

建物及び構築物 51,989千円

車両運搬具 8,973千円

工具、器具及び備品 18,746千円

投資不動産 78,252千円

建物及び構築物 47,821千円

車両運搬具 6,439千円

工具、器具及び備品 19,655千円

投資不動産 59,607千円

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

販売用不動産 97,711千円

仕掛販売用不動産 1,123,037千円

建物及び構築物 81,795千円

土地 127,303千円

投資不動産 961,412千円

計 2,391,259千円

販売用不動産 35,043千円

仕掛販売用不動産 1,065,628千円

建物及び構築物 83,233千円

土地 127,303千円

投資不動産 979,984千円

計 2,291,193千円

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 1,102,768千円

1年内返済予定の長期借入金 189,850千円

長期借入金 137,910千円

社債に対する被保証債務 666,000千円

計 2,096,528千円

短期借入金 955,600千円

1年内返済予定の長期借入金 150,226千円

長期借入金 226,869千円

社債に対する被保証債務 684,000千円

計 2,016,695千円

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおり

であります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおり

であります。

給与手当 215,400千円

貸倒引当金繰入額 648千円

賞与引当金繰入額 8,405千円

製品保証引当金繰入額 2,887千円

給与手当 188,801千円

貸倒引当金繰入額 0千円

賞与引当金繰入額 50,134千円

製品保証引当金繰入額 2,785千円

  ２　　　　　　　　　　　───── ※２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

　 車両運搬具 54千円

※３　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※３　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

車両運搬具 107千円

工具、器具及び備品 16千円

工具、器具及び備品 35千円

前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおり

であります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおり

であります。

給与手当 116,646千円

貸倒引当金繰入額 648千円

賞与引当金繰入額 △10,074千円

製品保証引当金繰入額 1,213千円

給与手当 94,906千円

貸倒引当金繰入額 △0千円

賞与引当金繰入額 27,062千円

製品保証引当金繰入額 624千円

  ２　　　　　　　　　　　───── ※２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

　 車両運搬具 54千円

※３　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※３　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

車両運搬具 33千円

工具、器具及び備品 16千円

工具、器具及び備品 21千円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成22年６月30日現在）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成23年６月30日現在）

現金及び預金 1,521,477千円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △44,835千円

現金及び現金同等物 1,476,641千円

現金及び預金 1,739,619千円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △37,456千円

現金及び現金同等物 1,702,163千円

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成23年１月１日　至　

平成23年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　40,960株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

　(1)配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年３月25日

定時株主総会
普通株式 110,592 2,700平成22年12月31日平成23年３月28日利益剰余金

　(2)基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

 

不動産

仲介事業

（千円）

新築戸建

分譲事業

（千円）

建設請負

事業

（千円）

損害保険

代理事業

（千円）

計

（千円）

消去又は

全社

（千円）

連結

（千円）
　

売上高                             　
(1）外部顧客に対する売上高 97,6601,078,56079,673 9,7381,265,633 － 1,265,633　
(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
4,593 － － － 4,593 (4,593) － 　

計 102,2541,078,56079,673 9,7381,270,226(4,593)1,265,633　

営業利益 22,221113,43010,885 2,971 149,508(47,748)101,759　

前第２四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日）

 

不動産

仲介事業

（千円）

新築戸建

分譲事業

（千円）

建設請負

事業

（千円）

損害保険

代理事業

（千円）

計

（千円）

消去又は

全社

（千円）

連結

（千円）
　

売上高                             　
(1）外部顧客に対する売上高 192,4832,427,221118,57718,6422,756,924 － 2,756,924　
(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
7,518 － － － 7,518 (7,518) － 　

計 200,0012,427,221118,57718,6422,764,443(7,518)2,756,924　

営業利益 36,516281,11217,795 5,335 340,760(97,967)242,793　

（注）１．事業区分の方法

事業は、当社グループの業務内容及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な業務内容

不動産仲介事業……………………不動産の売買仲介及び販売代理

新築戸建分譲事業…………………戸建分譲住宅及び中古物件の企画開発、建築、販売

建設請負事業………………………注文住宅及びリフォ－ムの請負

損害保険代理事業…………………火災保険・地震保険等の保険代理業

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

当社グル－プは、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありませ

ん。

前第２四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日）

当社グル－プは、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありませ

ん。

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

当社グル－プは、海外売上高がないため該当事項はありません。

前第２四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日）

当社グル－プは、海外売上高がないため該当事項はありません。
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【セグメント情報】

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　

平成20年３月21日）を適用しております。

　

１．報告セグメントの概要　

　当社グループの報告セグメントは、当社グループ構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているも

のであります。

　当社グループは、各店舗において、不動産に関する営業活動を行っており、取引の特性別に「不動産仲介

事業」、「新築戸建分譲事業」、「建設請負事業」、「損害保険代理事業」の４事業を展開し、これら４つ

を報告セグメントとしております

　「不動産仲介事業」は、不動産仲介及び販売代理を行っております。「新築戸建分譲事業」は、戸建分譲

住宅の販売及び中古住宅のリノベーション販売を行っております。「建設請負事業」は、注文住宅及びリ

フォームの請負を行っております。「損害保険代理事業」は火災保険・地震保険等の保険代理業を行って

おります。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

当第２四半期連結累計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年６月30日）

　 （単位：千円）

 

報告セグメント

合計
調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２

不動産仲介

事業

新築戸建

分譲事業

建築請負　　

事業

損害保険　　

代理事業
計

売上高         

外部顧客への売上高 160,5392,949,37297,38616,0773,223,3763,233,376－ 3,223,376

セグメント間の内部

売上高又は振替高
6,703 － － － 6,703 6,703(6,703) －

計 167,2422,949,37297,38616,0773,230,0793,230,079(6,703)3,223,376

セグメント利益 20,545246,98513,1634,353285,048285,048(103,663)181,384

（注）１．セグメント利益の調整額103,663千円には、セグメント間取引消去2,414千円、各報告セグメントに配

分していない全社費用106,077千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当第２四半期連結会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

　 （単位：千円）

 

報告セグメント

合計
調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２

不動産仲介

事業

新築戸建

分譲事業

建築請負　　

事業

損害保険　　

代理事業
計

売上高         

外部顧客への売上高 83,0201,478,17780,4438,8651,650,5061,650,506－ 1,650,506

セグメント間の内部

売上高又は振替高
3,270 － － － 3,270 3,270(3,270) －

計 86,2901,478,17780,4438,8651,653,7761,653,776(3,270)1,650,506

セグメント利益 14,596155,45610,6362,488183,178183,178(51,310)131,867

（注）１．セグメント利益の調整額51,310千円には、セグメント間取引消去1,207千円、各報告セグメントに配

分していない全社費用52,518千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項はありません。 

　

（金融商品関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

　金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比べ著しい変動が認められないた

め、記載を省略しております。

　

（有価証券関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）

　重要性が乏しいため記載を省略しております。

（デリバティブ取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）

　当社グループは、デリバティブ取引を全くおこなっておりませんので、該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

該当事項はありません。

（資産除去債務関係）

当第２四半期会計期間末（平成23年６月30日）

前連結会計年度の末日と比べ著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

　

（賃貸等不動産関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

前連結会計年度の末日に比べ著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

　

（企業結合等関係）

　当第２四半期連結会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成23年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年12月31日）

１株当たり純資産額 33,662.77円 １株当たり純資産額 33,543.74円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 3,496.55円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
3,467.51円

１株当たり四半期純利益金額 2,837.00円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
2,829.86円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 142,131 116,203

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 142,131 116,203

期中平均株式数（株） 40,649 40,960

         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 340 103

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があった

ものの概要

― ―
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 1,526.12円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
1,514.94円

１株当たり四半期純利益金額 2,088.45円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
2,083.13円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 62,113 85,543

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 62,113 85,543

期中平均株式数（株） 40,700 40,960

         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 300 104

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があった

ものの概要

― ―

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

　

（リース取引関係）

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうちリース取引開始日が、平成20年12月31日以前のリース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残

高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月13日

株式会社ハウスフリーダム

取締役会　御中

三優監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 吉川　秀嗣　　印

 業務執行社員  公認会計士 坂下　藤男　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ハウスフ

リーダムの平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日か

ら平成22年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ハウスフリーダム及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財

政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提

出会社が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年８月12日

株式会社ハウスフリーダム

取締役会　御中

三優監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 吉川　秀嗣　　印

 業務執行社員  公認会計士 坂下　藤男　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ハウスフ

リーダムの平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年４月１日か

ら平成23年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ハウスフリーダム及び連結子会社の平成23年６月30日現在の財

政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

　

　追記情報

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は、第１四半期連結

会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」を適用している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提

出会社が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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